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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 令和３年１月 令和４年１月 令和５年１月 令和６年１月 令和７年１月

売上高 (千円) 132,627 120,690 132,992 132,720 145,910

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 12,244 △4,216 167 △862 29,907

当期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) 5,983 △1,307 △891 △1,921 28,848

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 100,000

発行済株式総数 (株) 6,808 6,808 6,808 6,808 6,808

純資産額 (千円) 1,399,975 1,398,668 1,397,777 1,395,855 1,424,704

総資産額 (千円) 1,414,313 1,414,374 1,448,591 1,460,710 1,475,164

１株当たり純資産額 (円) 205,636.83 205,444.79 205,313.89 205,031.64 209,269.12

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当
額)

(円)
― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 878.86 △192.04 △130.89 △282.24 4,237.47

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 98.9 98.8 96.4 95.5 96.5

自己資本利益率 (％) 0.4 ― ― ― 2.0

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 44,018 37,311 33,702 57,916 78,098

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △60,387 △5,191 △112,895 △65,353 △36,750

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 40,000 5,000 △25,000

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 22,725 54,845 15,652 13,216 29,564

従業員数 (名) ― ― ― ― ―

株主総利回り
(比較指標：　―　　)

(％)
― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

最高株価 (円) ― ― ― ― ―

最低株価 (円) ― ― ― ― ―
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(注) １  当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４ 株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社は非上場でありますので該

当ありません。

５　第71期、第72期及び第73期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。
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２ 【沿革】

昭和26年９月 資本金35,000千円にて、福岡市天神42番地に設立

昭和27年10月 現在地において当社の株主を会員として、ハウス並びにコース施設一切を賃借して、ゴルフク

ラブを運営する福岡カンツリー倶楽部を設立

昭和27年11月 現在地にて、９ホール(現インコース)のゴルフコースを開場

昭和28年11月 現アウトコース９ホール完成、従来の９ホール(現インコース)をアウトコース、新９ホールを

インコースとして、18ホールのゴルフコースを開場

昭和33年11月 アウト・インコースの呼称を逆転、現在の名称に改称

昭和34年７月 本店を現在地に移転

平成３年12月 新クラブハウス完成

平成４年９月 新クラブハウス附帯工事、練習場及び駐車場完成

平成８年８月 自動散水設備完成

平成10年５月 乗用カート設備完成

平成13年９月 新コース管理棟完成

平成16年３月 新ベントグリーン完成

平成21年３月 新避雷小屋７棟完成

令和４年10月 クラブハウス全面改装（倶楽部70周年記念事業)
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３ 【事業の内容】

当社は現在ゴルフ場の施設一切を貸与し賃貸料を徴収することを主要な事業としています。その貸与先は当社と同

じ名称である「福岡カンツリー倶楽部」であり、ゴルフ場の経営は同倶楽部が行っています。同倶楽部は会員制で

あって、会員から選出された理事が理事会を組織して倶楽部を運営しています。

なお、当社及び福岡カンツリー倶楽部の経営組織の概要は、次のとおりであります。当社と福岡カンツリー倶楽部

の経営組織は、両者が一体化して機能を果たすように構築されているため、福岡カンツリー倶楽部の経営組織をも含

めて記載しております。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

当社には従業員は存在しません。なお、当社の業務執行につきましては、福岡カンツリー倶楽部に業務委託して

おります。

 

(2) 労働組合の状況

当社には労働組合は結成されておりません。

 

　(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　　当社には従業員は存在しないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 
当事業年度は、近年の大雨等対策として老朽化したコース内排水工事、バンカー排水等改修工事、又、景観を維持

するため樹木整備を行いました。

来期は将来の投資活動を見据え、倶楽部からの施設賃貸料月額13,500千円（当事業年度月額12,100千円）への値上

げ、管理費負担の見直しを行って参ります。来期の設備投資は、クラブハウス関連のクラブハウス給水加圧ポンプ更

新工事、従業員男女休憩室改修工事、コース関連では17番ホールティーグラウンド拡張工事、18番ホール右側管理道

路舗装工事を予定しております。

クラブハウス及びコースの改修と日々のコース管理と収支管理を適切に行い、財務体質の健全性を高め70年を経過

したコースのブランド力をさらに高められるよう努めて参ります。

株主の皆様には、一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

 

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 
(1) ガバナンス

サステナビリティ関連の課題や問題については当社取締役会にて解決に向けて取り組んでおります。俱楽部運営

については「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載のとおり、福岡カンツリー倶楽部が行っており、倶楽部運営

上の課題や問題については理事会にて取り組んでおります。

 

(2) 戦略

当社は、福岡カンツリー倶楽部の会員と利用者に満足していただけるゴルフ場運営を目指しております。このた

めに安定的な運営が可能になる財務体質の健全性を維持しながらも、必要な設備投資を行っております。設備投資

においては、ゴルフコースの充実を最大の目標とし、ゴルフコースの戦略性、利便性の向上とともに、環境への配

慮をしております。また、台風、洪水、集中豪雨等の災害発生によるゴルフ場施設の損失の発生に備えるために、

コース内排水工事等を行い、経営を安定して継続していける体制を整備しております。

人材の育成については、従業員がいないため該当事項はありません。

 

(3) リスク管理

リスク管理においては、福岡カンツリー倶楽部の理事会や委員会が定期的に開催されて情報交換が行われてお

り、当社取締役会に報告されるとともに対策を検討しております。

 

(4) 指標及び目標

人材の育成及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績、指標及び

目標については、当社には従業員が存在しないため、記載を省略しております。
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３ 【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社の財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであ

ります。

賃貸収入の特定先への依存について

当社の賃貸収入は、当社のゴルフ場施設一切の賃貸先である「福岡カンツリー倶楽部」からのものとなっておりま

す。

これは、ゴルフ場施設の賃貸を当社が行い、ゴルフ場の経営は「福岡カンツリー倶楽部」が行うことを目的として

設立されたためであります。

同倶楽部との賃貸契約により賃貸収入は定額とはなっておりますが、当社の収入の大部分を一つの団体からの収入

に依存しておりますので、同倶楽部の業績が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、同倶楽部との関係等につきましては、「第２ 事業の状況」の「４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」以降の「(2)当社株主と福岡カンツリー倶楽部との関係」及び「(3)当社と福岡カ

ンツリー倶楽部との取引」を参照願います。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　　　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであります。

 

① 経営成績

当社は福岡カンツリー倶楽部にゴルフ場施設を一括貸与し、その管理運営を委託することによる賃貸料収入を得

ております。

当事業年度の営業収益は、倶楽部からのゴルフ場施設賃貸料145,910千円（前事業年度比13,190千円増加）となり

ました。

一方、営業費用は、業務委託費の減少等により115,581千円（前事業年度比14,381千円減少）となりました。

当事業年度の主な工事として、４番ホール～５番ホール排水管布設工事、クラブハウス３階コンペ室空調設備更

新工事、クラブハウス男女脱衣室空調設備更新工事、男女ロッカー室ファンコイルユニット更新工事、１番ホール

300～450ヤード附近カート道路改修工事、５番ティーグラウンド附近カート道路改修工事等を実施いたしました。

　　以上の結果、当事業年度の業績は、営業利益は30,328千円（前事業年度比27,571千円増加）となり、経常利益は

29,907千円（前事業年度は経常損失862千円）、当期純利益は28,848千円（前事業年度は当期純損失1,921千円）と

なりました。

 

② 財政状態

(資産)

　資産合計は、1,475,164千円(前事業年度比14,453千円増加)となりました。

　流動資産の増加(前事業年度比15,017千円増加)は、現金及び預金（前事業年度比16,348千円増加）の増加が主な

要因であります。固定資産の減少(前事業年度比564千円減少）は、４番ホール～５番ホール排水管布設工事、クラ

ブハウス３階コンペ室空調設備更新工事、クラブハウス男女脱衣室空調設備更新工事、男女ロッカー室ファンコイ

ルユニット更新工事、１番ホール300～450ヤード附近カート道路改修工事、５番ティーグラウンド附近カート道路

改修工事等の設備投資47,200千円による増加と減価償却費47,700千円の計上による減少が主な要因であります。

 

　 （負債）

　　　負債合計は、50,460千円（前事業年度比14,395千円減少）となりました。

　流動負債の減少（前事業年度比4,395千円減少）は、短期借入金の返済（前事業年度比15,000千円減少）と未払消

費税等（前事業年度比6,556千円増加）、未払金（前事業年度比7,513千円増加）の増加が主な要因で、固定負債の

減少（前事業年度比10,000千円減少）は、長期借入金の１年内返済予定の長期借入金への振替が要因でありま

す。　　　

 
　 （純資産）

　　　純資産合計は、1,424,704千円（前事業年度比28,848千円増加）となりました。

　　　純資産の増加は、当期純利益の計上によるものであります。

 
③ キャッシュ・フローの状況

当事業年度末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ16,348千円増加して29,564千円となりまし

た。

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費47,700千円を主な要因とし、78,098千円の収入（前事業年度

は57,916千円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得により36,750千円の支出(前事業年度は65,353千円の

支出)となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済により、25,000千円の支出（前事業年度は5,000千円の

収入）となりました。
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　④ 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

不動産賃貸業であり、該当する情報がないため、記載しておりません。

 

(2) 受注実績

不動産賃貸業であり、該当する情報がないため、記載しておりません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 賃貸収入金額(千円) 前年同期比(％)

不動産賃貸業 145,910 109.9

合計 145,910 109.9
 

(注) 前事業年度及び当事業年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

相手先
前事業年度 当事業年度

賃貸収入金額(千円) 割合(％) 賃貸収入金額(千円) 割合(％)

福岡カンツリー倶楽部 132,720 100.0 145,910 100.0

合計 132,720 100.0 145,910 100.0
 

 

なお、参考のために、当社と密接な関係(当社のゴルフ場施設一切の賃貸先)を有している「福岡カンツリー倶楽

部」の概要を「４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（２）当社株主と福岡カ

ンツリー倶楽部との関係」に記載しております。

 

　⑤ 重要な会計方針及び見積り

　 　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財

　 務諸表を作成するにあたって、決算日における資産・負債の報告数値、並びに報告期間における収益・費用の報告数

　 値は、過去の実績や状況に応じて合理的と考える要因等に基づき、見積り及び判断が必要となる場合があります。経

 　営者は、これらの見積りについての過去実績や状況に応じて合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性が

　 あるため、実際の結果は異なる場合があります。

　　 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　２　財務諸表等（１）財務諸表　注記事項

　 （重要な会計方針）」に記載しております。
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(２) 当社株主と福岡カンツリー倶楽部との関係

福岡カンツリー倶楽部の正会員となる資格は、現行規定によると、当社の株式５株以上を所有し、入会金6,000千

円(昭和61年２月23日改定)を納入することになっています。但し、会員権譲渡証付株式を取得した者は上記入会金

は免除されます。(会員は上記正会員のほか週日会員があります。)

 

① 来場者の実績

 

事業年度

会員 ビジター 合計

入場者
(名)

１日平均
(名)

比率
(％)

入場者
(名)

１日平均
(名)

比率
(％)

入場者
(名)

１日平均
(名)

比率
(％)

前事業年度
(自 令和５年２月１日
 至 令和６年１月31日)

15,861 51 39 24,772 79 61 40,633 130 100

当事業年度
(自 令和６年２月１日
 至 令和７年１月31日)

15,696 51 39 24,299 79 61 39,995 130 100

 

 

② 会員数及びその利用度

 

区分

平均会員数
令和７年１月31日
現在会員

前事業年度
(自 令和５年２月１日
　至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
　至 令和７年１月31日)

正会員 1,325名 1,325名 1,325名

週日会員 71 71 71

合計          (イ) 1,396 1,396 1,396

会員入場月平均(ロ) 1,321 1,331
(注)  平均会員数は期首、

期末の平均による。
月の利用度

(ロ)

(イ)
 

 

0.9回 0.9回
 

 

③  平均入場者及び平均プレイラウンド数による施設の収容実績

 

区分
前事業年度

(自 令和５年２月１日
　至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
　至 令和７年１月31日)

入場者総数                  (イ) 40,633名 39,995名

１人平均プレイラウンド数    (ロ) 1.00Ｒ 1.00Ｒ

(開場日数)
18HS基準延入場者(イ)×(ロ)＝(ハ)

( 　          　　　    311日)
40,633名

( 　         　　　      307日)
39,995名

収容能力に対する比率
(ハ)÷(240名×開場日数)

54％ 54％
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④  料金規程とその営業収入

 

収入区分 規程

収入実績(千円)
収入
比率
(％)

収入実績(千円)
収入
比率
(％)

前事業年度
(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

１  グリーン・フィ ビジター

土曜、日曜及び
祝日  12,500円

63,010 8 63,665 7

上記以外の週日
       3,500円

56,044 7 55,357 6

２  会費 年額            90,000円 124,303 16 124,494 14

３  キャディ・フィ
メンバー １Ｒ　　4,000円

197,908 26 225,772 26

ビジター １Ｒ　　8,000円

４  マッチ・フィ

18ホールマッチ   1,000円

2,934 0 2,864 0
27ホール以上マッチ
                  1,500円

５  貸ロッカー
会員及びビジター １回
                   500円

12,243 2 18,824 2

６  名義書換料
会員名義
書換料

法人会員
     600,000円

41,150 5 71,200 8
譲渡によるもの
   1,000,000円

７  練習場収入

練習ボール30ヶ入１箱300円 6,321 1 6,192 0

練習のみのグリーンフィ
ビジター         1,500円

119 0 26 0

８  セルフ収入

会員4,700円 3,772 1 3,426 0

ビジター

土曜、日曜及び
祝日  17,500円

1,956 0 2,578 0

上記以外の週日
      12,500円

996 0 2,654 0

９  カートフィ
メンバー １Ｒ   3,500円

128,148 17 120,576 14

ビジター １Ｒ   8,000円

10  直営ショップ
    売上

 15,263 2 14,358 1

11  直営レストラン
    売上

 118,811 15 124,402 14

合計 772,978 100 836,397 100
 

(注) 1 上記料金の他、ゴルフ場利用税…600円(通常期のゴルフ場利用税の金額)
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(3) 当社と福岡カンツリー倶楽部との取引

 

名称 住所
入会金
(千円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

役員の
兼務等

事実上の関係

福岡カンツリー
倶楽部
(会員制クラブ)
 

 

 

 

福岡市東区
      大字上和白

629,600
ゴルフ場
の経営

 
―
 
兼任10人

当社のゴルフ場施設の
賃借及び当社への労務
提供

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期首残高
(千円)

期中増加額
(千円)

期中減少額
(千円)

期末残高
(千円)

営業取引

ゴルフ
場施設
の賃貸

145,910 ― ― ― ― ―

経費の
立替等

5,802 未払金 6,448 50,299 53,401 3,347
 

(注)  取引条件ないし取引条件の決定基準等

営業取引のゴルフ場施設の賃貸料は、減価償却費、租税公課等の維持管理費をもとに決定しております。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

 当社と福岡カンツリー倶楽部との間に、下記概要の契約を締結しております。

（イ）賃貸料　月額　12,100千円（契約期間　自令和６年２月１日　至令和７年１月31日）

（ロ）設備の改修は原則として貸主の負担とし、プレイに必要なコース維持管理は借主の負担とする。

（ハ）貸与物件に対する固定資産税、火災保険料は貸主の負担とする。

 
 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資につきましては、４番ホール～５番ホール排水管布設工事、クラブハウス３階コンペ室空調

設備更新工事、クラブハウス男女脱衣室空調設備更新工事、男女ロッカー室ファンコイルユニット更新工事、１番

ホール300～450ヤード附近カート道路改修工事、５番ティーグラウンド附近カート道路改修工事等を実施した結果、

設備投資額は47,200千円となりました。なお、重要な設備の売却、撤去等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社の主要な設備は、単一セグメントである不動産賃貸業のためのゴルフ場設備であり、以下のような状況となっ

ております。

(1) ゴルフ場の位置

西鉄貝塚線和白駅の東南方国道495号線に沿う丘陵に当社のゴルフ場があります。交通機関としては、西鉄バスの

ほか、西鉄和白駅(貝塚線)、JR九州香椎駅及び福工大前駅(いずれも鹿児島本線)がゴルフ場の周辺に位置しており

ます。

                                ゴルフ場位置図

　

(2) 交通機関による主要地よりの所要時間

(イ)バス利用      福岡市中央区天神……和白バス停留所          約40分

              (注)  和白バス停留所よりゴルフ場まで徒歩    約12分

(ロ)自動車利用    福岡市中央区天神……ゴルフ場                約25分

              鹿児島本線香椎駅……ゴルフ場                約10分

                同  福工大前駅……ゴルフ場                約７分

 

(3) 規模

(イ)敷地面積               595,254㎡(借地を含む)

              (うち練習場 8,900㎡)

(ロ)コース                       18ホールス  パー72

             延長                 6,622ヤード

             収容可能人員               240名

(ハ)練習場        延長                    230ヤード

              収容可能人員                 17名

 

HOLE No. １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ OUT・T  

YARDS 520 166 454 554 305 323 172 460 344 3,298  

PAR 5 3 4 5 4 4 3 4 4 36  

HOLE No. 10 11 12 13 14 15 16 17 18 IN・T TOTAL

YARDS 413 553 150 342 344 430 190 389 513 3,324 6,622

PAR 4 5 3 4 4 4 3 4 5 36 72
 

(注)  本表はREGULAR GREEN基準のヤードで表示しています。
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(4) ゴルフコース及び付近見取図
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(5) ゴルフ場設備の内容

ゴルフ場設備は、全て「福岡カンツリー倶楽部」に賃貸しております。

区分 設備の種類 内容 面積（㎡） 帳簿価額（千円）

事業設備

建物

（1）クラブハウス本館及び附帯設備
（2）駐車場及び附帯設備
（3）練習場管理人室及び附帯設備
（4）コース事務所及び附帯設備
（5）コース内建物及び附属設備
（6）女子寮、他

― 484,059

構築物

（1）コース排水設備、散水設備
（2）防球ネット、
（3）カート道路改修工事
（4）路面舗装工事
（5）水道及び配管設備、他

― 195,637

機械及び装置
（1）ベルトコンベアー一式
（2）ポンプ装置一式、他

― 14,922

工具、器具及び備品 可燃物BOX、他 ― 395

コース勘定 18ホールコース建設及び改造費 ― 676,587

土地 コース施設及び建物用地 595,254 71,145

合計 ― ― 1,442,747

 

(注) 上記ゴルフ場設備の所在地は、すべて福岡市東区大字上和白であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法 着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

クラブハウス給水加圧ポンプ更新
工事

5,300 ―
自己資金及び
借入金

令和７年８月 令和７年８月

従業員男女休憩室改修工事 3,500 ―
自己資金及び
借入金

令和７年５月 令和７年５月

17番ホールティーグラウンド拡張
工事

2,600 ―
自己資金及び
借入金

令和７年５月 令和７年５月

18番ホール右側管理道路舗装工事 2,600 ―
自己資金及び
借入金

令和７年２月 令和７年２月
 

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,000

計 26,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(令和７年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(令和７年４月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,808 同左 非上場・非登録 (注)１、２

計 6,808 同左 ― ―
 

(注) １  単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

２  株式の譲渡制限に関する規定は次の通りであります。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容(いわゆる譲渡制限)を定め

ており、当該株式の譲渡又は取得については、取締役会の承認を要する旨を定款第11条において定めており

ます。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　月　日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(千円)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
(千円)

令和６年５月23
日　（注）

― 6,808 △900,000 100,000 ― 384,907

 

（注）　会社法第447条第１項の規定に基づき、財務内容の健全性を維持するため、令和６年５月23日を効力発生日と

して資本金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。（減資割合90.0％）
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(5) 【所有者別状況】

令和７年１月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 ― 598 ― ― 523 1,124 ―

所有株式数
(株)

― 195 ― 4,001 ― ― 2,612 6,808 ―

所有株式数
の割合(％)

― 2.86 ― 58.76 ― ― 38.36 100 ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

令和７年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自
己株式を

除く。)の総数
に対する
所有株式数の
割合(％)

西日本鉄道株式会社 福岡市博多区博多駅前３丁目５番７号 250 3.67

福岡カンツリー倶楽部 福岡市東区大字上和白1318番地の１ 175 2.57

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 110 1.61

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 75 1.10

昭和鉄工株式会社 福岡県糟屋郡宇美町宇美3351番地の８ 40 0.58

株式会社新出光 福岡市博多区上呉服町１番10号 40 0.58

西部ガスホールディングス株式会社 福岡市博多区千代１丁目17番１号 30 0.44

RKB毎日放送株式会社 福岡市早良区百道浜２丁目３番８号 30 0.44

KBCグループホールディングス株式会社 福岡市中央区長浜１丁目１番１号 25 0.36

日本通運株式会社 東京都港区東新橋１丁目９番３号 22 0.32

計 － 797 11.70
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和７年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,808
 

 

6,808 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,808 ― ―

総株主の議決権 ― 6,808 ―
 

 

② 【自己株式等】

令和７年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】   

　　　該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社の配当の決定機関は株主総会であります。なお、当社は、配当については当面これを実施せず、今後の事業展

開に備えるための内部留保を充実する方針であります。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社はコーポレート・ガバナンスについて法令の遵守及び経営の透明性の確保を基本理念として経営にあたってお

ります。

 
① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

会社経営における業務執行の意思決定及び重要事項に関する審議については、取締役会を開催し、決定しており

ます。

監査役は社外監査役２名にて監査機能の強化に努めております。

さらに、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人により会計監査を受けております。

 
② リスク管理体制の整備の状況

業務におけるリスクの把握及びリスク対応策については取締役会で議論しております。

 
③ 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりです。

役員報酬

取締役及び監査役は無報酬であります。

 
④ 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。

 
⑤ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨定款に定めております。

 
⑥ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を年６回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりであ

ります。

氏　　名 開催回数 出席回数

　中　尾　和　毅 ６回 ６回

　吉　田　泰　彦 ６回 ６回

　酒　見　俊　夫 ６回 ３回

　岡　部　裕　一 ６回 ５回

　柴　田　建　哉 ６回 ６回

　竹　尾　祐　幸 ６回 ６回

　石　橋　和　幸 ６回 ５回

　眞　鍋　博　俊 ６回 ６回

　日　野　宏　昭 ６回 ６回

　樋　口　秀　樹 ６回 ６回
 

取締役会における具体的な検討内容としては、予算案及び決算承認等重要事項に関する意思決定であります。
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性12名　女性―名（役員のうち女性の比率―％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 中　尾　和　毅 昭和27年９月１日生

昭和51年４月 西日本鉄道株式会社入社

平成３年７月 同社総務部庶務課長

平成13年７月 同社自動車局乗合バス事業本部副

本部長

平成17年６月 同社取締役総務部長

平成23年６月 同社代表取締役専務執行役員

平成24年６月 同社代表取締役副社長

平成28年４月 当社代表取締役社長(現職)

平成28年６月 西日本鉄道株式会社常任顧問

令和２年６月 西日本鉄道株式会社顧問（現職）

注３ ５

取締役 吉　田　泰　彦 昭和32年２月26日生

昭和54年４月 株式会社福岡銀行入行

平成８年７月 同行総合企画部課長

平成15年４月 同行大阪支店長

平成18年11月 同行総合企画部長

平成23年４月 同行取締役常務執行役員

平成28年４月 同行取締役専務執行役員

平成28年４月 当社取締役（現職）

平成29年４月 株式会社福岡銀行代表取締役

副頭取

令和４年４月 同行取締役執行役員

令和４年６月 同行顧問（現職）

注３ ５

 

取締役 柴　田　建　哉 昭和34年４月10日生

昭和59年４月 株式会社西日本新聞社入社

平成15年５月 同社社会部次長

平成23年６月 同社報道センター部長

平成26年６月 同社取締役

平成28年６月 同社代表取締役社長

平成30年４月 当社取締役（現職）

令和６年６月 株式会社西日本新聞社取締役会長

（現職）

注３ ―

 

取締役 竹　尾　祐　幸 昭和33年９月19日生

昭和58年４月 株式会社西日本シティ銀行入行

平成９年４月 同行野方支店長

平成23年12月 同行執行役員総務部長

平成25年４月 同行常務執行役員総務部長

平成28年６月 同行取締役常務執行役員

令和２年６月 同行取締役専務執行役員

令和３年４月 当社取締役（現職）

令和３年６月 株式会社西日本シティ銀行代表取

締役副頭取（現職）

注３ ─

取締役 石　橋　和　幸 昭和34年３月８日生

昭和57年４月 株式会社九電工入社

平成13年７月 同社営業本部営業開発部課長

平成22年４月 同社理事北九州支店長

平成27年４月 同社取締役常務執行役員

平成29年４月 同社取締役専務執行役員

営業本部長

令和２年６月 同社取締役副社長執行役員

令和３年４月 当社取締役（現職）

令和４年６月 株式会社九電工代表取締役副社長

執行役員

令和５年４月 同社代表取締役社長執行役員（現

職）

注３ ―

取締役 日　野　宏　昭 昭和36年１月23日生

昭和58年４月 昭和鉄工株式会社入社

平成27年４月 同社執行役員事業統括部副統括部

長兼素形材事業部長

平成29年４月 同社上級執行役員事業統括部技

術・製造本部長

平成29年６月 同社取締役上級執行役員事業統括

部技術・製造本部長

平成30年４月 同社取締役上級執行役員事業統括

部技術・製造本部長兼構造改革推

進部長

令和２年６月 同社代表取締役社長（現職）

令和５年４月 当社取締役（現職）

注３ ―
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取締役 松　井　隆　明 昭和36年８月23日生

平成３年４月 東京慈恵会医科大学病理学第二講

座

平成４年４月 東京慈恵会医科大学附属第三病院

内科学第一講座

平成６年４月 東京慈恵会医科大学精神医学講座

平成８年１月 九州大学医学部附属病院精神科・

神経科

平成９年１月 三善病院入職

平成12年１月 同院院長（現職）

令和７年４月 当社取締役（現職）

注３ ５

取締役 緒　方　寛　治 昭和44年３月16日生

平成４年４月 アール・ケー・ビー毎日放送株

式会社入社

平成31年４月 ＲＫＢ毎日放送株式会社テレビ

営業局次長兼テレビ営業局営業

部長

令和２年６月 同社メディアイノベーションセ

ンター長（局長）兼メディアラ

ボ長

令和４年６月 同社執行役員メディアイノベー

ションセンター長（局長）

令和５年６月 同社執行役員営業局長

令和６年６月 同社取締役放送営業担当営業局

長（現職）

令和７年４月 当社取締役（現職）

注３ ―

 

取締役 加　藤　卓　二 昭和37年12月６日生

昭和60年４月 西部瓦斯株式会社入社

平成22年７月 同社エネルギー統轄本部エネル

ギー企画部部長

平成23年４月 同社エネルギー統轄本部営業計画

部部長

平成25年４月 同社営業計画部部長

平成27年４月 同社資材部長

平成28年４月 同社理事資材部長

平成30年４月 同社執行役員営業本部副本部長

令和２年４月 同社常務執行役員営業計画部長

令和３年４月 西部ガスホールディングス株式会

社常務執行役員

令和３年６月 同社取締役常務執行役員総務部・

グループガバナンス部・事業開発

部担当

令和６年４月 同社代表取締役社長社長執行役員

（現職）

令和７年４月 当社取締役（現職）

注３ ―

 

取締役 樋　口　秀　樹 昭和45年９月23日生

平成５年４月 福岡レイクサイドカントリークラ

ブ入社

平成20年１月 同クラブ支配人

平成24年４月 同クラブ取締役支配人

平成27年10月 福岡カンツリー倶楽部入社

平成28年２月 同倶楽部支配人

平成28年４月 同倶楽部理事支配人（現職）

平成28年４月 当社取締役（現職）

注３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役 大　格　　　淳 昭和35年６月14日生

昭和60年４月 西日本鉄道株式会社入社

平成12年７月 同社経理部財務課長

平成24年６月 同社経理部長

平成28年６月 同社上席執行役員経理部長

令和２年６月 同社取締役専務執行役員

令和３年６月 同社専務執行役員（現職）

令和４年４月 当社監査役（現職)

注４ ―

監査役 廣　田　祐　介 昭和42年２月９日生

平成２年４月 株式会社福岡銀行入行

平成22年４月 同社経営管理部部長代理

平成23年４月 同社東京事務所長

平成26年４月 同社総合企画部副部長

平成27年４月 同社IT管理部副部長

平成30年４月 同社IT管理部長

令和３年４月 同社執行役員IT管理部長

令和５年４月 同社執行役員九州営業本部長

令和６年４月 同社常務執行役員（現職)

令和６年４月 当社監査役（現職)

注５ ―

計 １５
 　
(注) １ 樋口秀樹を除く、取締役全員は、社外取締役であります。

２ 監査役 大格　淳、廣田祐介の二氏は、社外監査役であります。

３ 取締役の任期は、令和７年４月定時株主総会終結の日から令和９年４月定時株主総会終結の日まででありま

す。

４ 監査役　大格　淳の任期は、令和６年４月定時株主総会終結の日から令和10年４月定時株主総会終結の日ま

でであります。

５　監査役　廣田祐介の任期は、令和６年４月定時株主総会終結の日から令和10年４月定時株主総会終結の日ま

　　でであります。

 

② 社外取締役及び社外監査役と提出会社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

提出日現在において当社の社外取締役は、取締役(福岡カンツリー倶楽部理事支配人)樋口秀樹を除く全員であ

り、社外監査役は監査役全員であります。

社外取締役及び社外監査役の内３名が株主会員であります。また、当社代表取締役社長 中尾和毅は当社株主で

ある西日本鉄道株式会社の顧問、当社取締役 吉田泰彦は当社株主である株式会社福岡銀行の顧問、当社取締役　

柴田建哉は当社株主である株式会社西日本新聞社の取締役会長、当社取締役　竹尾祐幸は当社株主である株式会社

西日本シティ銀行の代表取締役副頭取、当社取締役　石橋和幸は当社株主である株式会社九電工の代表取締役社長

執行役員、当社取締役　日野宏昭は当社株主である昭和鉄工株式会社の代表取締役社長、当社取締役　松井隆明は

三善病院の院長、当社取締役　緒方寛治は当社株主であるＲＫＢ毎日放送株式会社の取締役、当社取締役　加藤卓

二は当社株主である西部ガスホールディングス株式会社の代表取締役社長社長執行役員、当社監査役　大格　淳は

当社株主である西日本鉄道株式会社の専務執行役員、当社監査役　廣田祐介氏は当社株主である株式会社福岡銀行

の常務執行役員であります。

また、社外取締役 吉田泰彦は、株式会社福岡銀行の顧問として、社外取締役　竹尾祐幸は、株式会社西日本シ

ティ銀行の代表取締役副頭取として、社外取締役  日野宏昭は、昭和鉄工株式会社の代表取締役社長として、それ

ぞれ取引関係にありますが、取引条件の決定方針等は一般取引先と同様に決定しております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

当社の監査は社外監査役２名で行っております。

監査役の活動として、取締役会に毎回出席し、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定

款等の遵守状況の監査を実施しました。

 

② 内部監査の状況

当社は内部監査組織を設けておりませんが、取締役(福岡カンツリー倶楽部理事支配人)である樋口秀樹が業務全

般の管理監督を行っております。

 

③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 
b. 継続監査期間

平成元年以降

上記継続監査期間は、当社において調査可能な範囲での期間であり、実際の継続監査期間は上記を超える可能性

があります。

 
c. 業務を執行した公認会計士

公認会計士の氏名等 継続監査年数

指定有限責任社員　業務執行社員 嵯　峨　貴　弘 ３年

指定有限責任社員　業務執行社員 永　里　　　剛 １年
 

 

d. 監査業務に係る補助者の構成

当期の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他３名であります。

 

e.監査法人の選定方針と理由

当社は監査法人を専門性、独立性、品質管理体制及び監査報酬の水準等を総合的に選定しております。EY新日本

有限責任監査法人は当社の監査法人の選定方針に合致すると判断したため、選定しております。

 

f. 監査役による監査法人の評価

当社の監査役は、会計監査人の監査体制及び職務遂行状況を総合的に評価しております。
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　④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

3,300 ― 3,500 ―
 

 

b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。

 

c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d. 監査報酬の決定方針

当社は監査公認会計士等に対する報酬を決定するにあたり、監査公認会計士等より提示される監査計画をもと

に監査日数の妥当性等を勘案し、会社法第399条第１項の定めに従い監査役の同意を得て決定しております。

 

e. 監査役が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査日数及び監査報酬の推移ならびに過年度の監査実績の状況を踏まえ、当事業年度の監査日数及び監

査報酬について検討した結果、会計監査人の報酬等の額は妥当であると判断しました。
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(4) 【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容については「４ コーポレート・ガバナンスの状況等　(１)コーポレート・ガバナンスの概

要」に記載しております。
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(5) 【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１  財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(令和６年２月１日から令和７年１月31日ま

で)の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３  連結財務諸表について

当社は、子会社はありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和６年１月31日)
当事業年度

(令和７年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,216 29,564

  前払費用 3,041 2,852

  未収消費税等 1,141 ―

  流動資産合計 17,399 32,417

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,260,894 1,280,506

    減価償却累計額 △779,251 △796,446

    建物（純額） 481,643 484,059

   構築物 1,252,706 1,273,485

    減価償却累計額 △1,056,417 △1,077,848

    構築物（純額） 196,288 195,637

   機械及び装置 105,279 105,429

    減価償却累計額 △88,100 △90,506

    機械及び装置（純額） 17,178 14,922

   工具、器具及び備品 3,457 3,457

    減価償却累計額 △2,989 △3,061

    工具、器具及び備品（純額） 467 395

   コース勘定 676,587 676,587

   土地 71,145 71,145

   有形固定資産合計 1,443,311 1,442,747

  無形固定資産   

   ソフトウエア 0 ―

   無形固定資産合計 0 ―

  固定資産合計 1,443,311 1,442,747

 資産合計 1,460,710 1,475,164

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 15,000 ―

  １年内返済予定の長期借入金 10,000 10,000

  未払金 15,331 22,845

  未払費用 2 ―

  未払法人税等 4,521 1,059

  未払消費税等 ― 6,556

  流動負債合計 44,855 40,460

 固定負債   

  長期借入金 20,000 10,000

  固定負債合計 20,000 10,000

 負債合計 64,855 50,460
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和６年１月31日)
当事業年度

(令和７年１月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,000,000 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 384,907 384,907

   その他資本剰余金 ― 900,000

   資本剰余金合計 384,907 1,284,907

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 10,948 39,796

   利益剰余金合計 10,948 39,796

  株主資本合計 1,395,855 1,424,704

 純資産合計 1,395,855 1,424,704

負債純資産合計 1,460,710 1,475,164
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 令和５年２月１日
　至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
　至 令和７年１月31日)

賃貸収入   

 施設賃貸収入 132,000 145,200

 その他の賃貸収入 720 710

 賃貸収入合計 132,720 145,910

一般管理費   

 保険料 2,155 3,315

 修繕費 9,183 11,668

 通信費 131 153

 不動産賃借料 250 250

 租税公課 6,956 31,840

 ソフトウエア償却費 228 0

 減価償却費 44,688 47,700

 業務委託費 51,540 5,955

 雑費 14,828 14,697

 一般管理費合計 129,963 115,581

営業利益 2,756 30,328

営業外収益   

 雑収入 64 15

 営業外収益合計 64 15

営業外費用   

 支払利息 402 371

 固定資産除却損 ※１  3,281 ※１  63

 営業外費用合計 3,683 435

経常利益又は経常損失（△） △862 29,907

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △862 29,907

法人税、住民税及び事業税 1,059 1,059

当期純利益又は当期純損失（△） △1,921 28,848
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 令和５年２月１日　至 令和６年１月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本剰

余金

資本剰余金合

計

その他利益

剰余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 1,000,000 384,907 ― 384,907 12,869 12,869 1,397,777 1,397,777

当期変動額         

減資 ―  ― ―   ― ―

当期純損失（△）     △1,921 △1,921 △1,921 △1,921

当期変動額合計 ― ― ― ― △1,921 △1,921 △1,921 △1,921

当期末残高 1,000,000 384,907 ― 384,907 10,948 10,948 1,395,855 1,395,855
 

　

 当事業年度(自 令和６年２月１日　至 令和７年１月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本剰

余金

資本剰余金合

計

その他利益

剰余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 1,000,000 384,907 ― 384,907 10,948 10,948 1,395,855 1,395,855

当期変動額         

減資 △900,000  900,000 900,000   ― ―

当期純利益     28,848 28,848 28,848 28,848

当期変動額合計 △900,000 ― 900,000 900,000 28,848 28,848 28,848 28,848

当期末残高 100,000 384,907 900,000 1,284,907 39,796 39,796 1,424,704 1,424,704
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 令和５年２月１日
　至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
　至 令和７年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △862 29,907

 減価償却費 44,688 47,700

 ソフトウエア償却費 228 0

 支払利息 402 371

 固定資産除却損 3,281 63

 未払消費税等の増減額（△は減少） ― 6,556

 未収消費税等の増減額（△は増加） 6,194 1,141

 その他 5,442 △6,210

 小計 59,375 79,531

 利息の支払額 △399 △374

 法人税等の支払額 △1,059 △1,059

 営業活動によるキャッシュ・フロー 57,916 78,098

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △65,353 △36,750

 投資活動によるキャッシュ・フロー △65,353 △36,750

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 15,000 △15,000

 長期借入金の返済による支出 △10,000 △10,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー 5,000 △25,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,436 16,348

現金及び現金同等物の期首残高 15,652 13,216

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  13,216 ※１  29,564
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１  固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)につきましては、平成10年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われてお

りますが、改正前の耐用年数を継続して適用しております。

　　②無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 
２　収益及び費用の計上基準

不動産賃貸による収益は、「リース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号　2007年３月30日）」に従い、賃

貸借期間にわたって計上しております。

 
３ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に満期日の到来する短期的な投資としておりま

す。
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(貸借対照表関係)

該当事項はありません。
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(損益計算書関係)

※１ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

建物 ―千円 0千円

構築物 170 63

コース勘定 3,111 ―

　計 3,281 63
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 令和５年２月１日 至 令和６年１月31日）

１  発行済株式の種類及び総数に関する事項

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,808 ─ ─ 6,808
 

 

２  自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４ 配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 令和６年２月１日 至 令和７年１月31日）

１  発行済株式の種類及び総数に関する事項

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,808 ─ ─ 6,808
 

 

２  自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４ 配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

現金及び預金 13,216千円 29,564千円

現金及び現金同等物 13,216 29,564
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については、短期的な預金及び有価証券等に限定する方針であり、リスクのある金融商品の

取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

主な金融商品は流動性の預金でありますが、リスクは僅少であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

リスクのある金融商品の取引を行わない方針であり、特段のリスク管理体制は必要ありません。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

前事業年度(令和６年１月31日)

「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

 

当事業年度(令和７年１月31日)

「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(令和６年１月31日)

当事業年度

(令和７年１月31日)

　繰延税金資産     

    繰越欠損金 52,536千円 35,866千円

   未払事業税否認 1,054 ― 

　　減損損失 448,418 300,818 

    その他 43 29 

  繰延税金資産小計 502,052 336,715 

  評価性引当額 △502,052 △336,715 

  繰延税金資産合計 ― ― 
 

（注）繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じております。当該変動の主な内容は、減損

　　損失に係る評価性引当額の減少であります。

 
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異となった主要な

　項目別の内訳

 
前事業年度

(令和６年１月31日)

当事業年度

(令和７年１月31日)

法定実効税率 ―％ 20.81％

   (調整）     

   住民税均等割 ― 3.54 

　 評価性引当額の増減 ― △20.81 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 3.54 
 

（注）前事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

　　当事業年度中に行った減資に伴い、外形標準課税の適用対象外となったことから、翌事業年度以降に解消が見込ま

　れる一時差異等に係る繰延税金資産については、法定実効税率を30.4％から20.8％に変更し計算しております。

　　この変更により、当事業年度の繰延税金資産（評価性引当額控除前）が156,227千円減少しております。

 
４　決算日後における法人税等の税率の変更

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成立したことに伴い、

　法人税に関し、令和８年４月１日以後に開始する事業年度について、法人税額から500万円を控除した額を課税標準と

　する税率４％の新たな付加税（防衛特別法人税）が課されることとなりました。

　　これに伴い、令和９年２月１日に開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税

　金資産を計算する法定実効税率が変更されます。

　　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 
(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

当社では福岡県福岡市にゴルフ場施設を賃貸不動産として所持しており、その施設全体を福岡カンツリー倶楽部

へ賃貸しております。

当社賃貸不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

   (単位：千円)

  
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

賃貸等不動産

貸借対照表計上額

期首残高 1,423,509 1,443,311

期中増減額 19,802 △564

期末残高 1,443,311 1,442,747

期末時価 1,548,523 1,869,365
 

(注) １  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 当事業年度の期中増減額のうち、増加はコース設備改修、空調設備更新工事等47,200千円、減少は減価償却

47,700千円、除却は63千円であります。

３ 当事業年度末の時価の算定方法について、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。また、賃貸等不動産に関する令和７年１月期に

おける損益は次のとおりであります。　

 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

賃貸等不動産

賃貸収益 132,720 145,910

賃貸費用 129,963 115,581

差額 2,756 30,328

その他損益 △3,281 △63
 

(注)　１　賃貸収益及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用であり、それぞれ「賃貸収入」及び「一般管理

費」に計上されております。

　　　２　その他損益は、固定資産除却損であり、「営業外費用」に計上されております。　

 

(収益認識関係)

当社は、福岡カンツリー倶楽部への不動産賃貸業を事業として営んでおり、収益認識に関する会計基準の対象と

なる収益がないため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、不動産賃貸業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自 令和５年２月１日 至 令和６年１月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

福岡カンツリー倶楽部 132,720 不動産賃貸業
 

 

当事業年度(自 令和６年２月１日 至 令和７年１月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

福岡カンツリー倶楽部 145,910 不動産賃貸業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との関係

　財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前事業年度（自　令和５年２月１日　至　令和６年１月31日）

　　該当事項はありません。

 
　　当事業年度（自　令和６年２月１日　至　令和７年１月31日）

種類
会社等の名称　
又は氏名

所在地
資本金又は出資金
（千円）

事業の内容又は職業
議決権等の所有
（被所有）割合％

役員 日野　宏昭 ― ―
当社取締役・昭和鉄工株式
会社代表取締役社長

―

 

 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

設備の購入
空調設備の更新工事

（注）
23,900 未払金 12,870

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）空調設備の更新工事は、取締役日野氏が代表権を有する第三者（昭和鉄工株式会社）との取引であり、

　　価格等の取引条件は、市場価格を勘案して価格交渉の上、決定しております。
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(１株当たり情報)

 

項目
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

１株当たり純資産額 205,031円64銭 209,269円12銭

１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）

△282円24銭 4,237円47銭
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(自 令和５年２月１日
至 令和６年１月31日)

当事業年度
(自 令和６年２月１日
至 令和７年１月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △1,921 28,848

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失（△）

(千円) △1,921 28,848

普通株式の期中平均株式数 (株) 6,808 6,808
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少
額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

  建物 1,260,894 25,000 5,387 1,280,506 796,446 22,583 484,059

  構築物 1,252,706 22,050 1,271 1,273,485 1,077,848 22,638 195,637

  機械及び装置 105,279 150 ― 105,429 90,506 2,406 14,922

  工具、器具及び備品 3,457 ― ― 3,457 3,061 72 395

  コース勘定 676,587 ― ― 676,587 ― ― 676,587

  土地 71,145 ― ― 71,145 ― ― 71,145

有形固定資産計 3,370,070 47,200 6,659 3,410,611 1,967,863 47,700 1,442,747

無形固定資産        

ソフトウエア 1,960 ― ― 1,960 1,960 0 ―

無形固定資産計 1,960 ― ― 1,960 1,960 0 ―
 

 

　　 １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

 
建物 スタート室改修工事 1,100千円

同上 クラブハウス３階コンペ室空調設備更新工事 12,200

同上 クラブハウス男女脱衣室空調設備更新工事 6,900

同上 男女ロッカー室ファンコイルユニット更新工事 4,800

構築物 １番ホール300～450ヤード附近カート道路改修工事 2,420

同上 ５番ティーグラウンド附近カート道路改修工事 2,230

同上 ４番ホール～５番ホール排水管布設工事 12,000

同上 ９番ティーグラウンド横カート道路改修工事 1,200

同上 進入路右側ネット設置工事 1,750

   
   
 

 

　　　 ２　当期首残高及び当期末残高については取得価額により記載しております。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 
区分

当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 15,000 ― 1.0 ―

１年以内に返済予定の長期
借入金

10,000 10,000 1.0 ―

長期借入金(１年以内に返
済予定のものを除く。)

20,000 10,000 1.0   2027年１月31日

合計 45,000 20,000 ― ―
 

（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定

　　　　　額の総額

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 10,000 ― ― ―
 

 
 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 

 
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

現金及び預金

 

区分 金額(千円)

預金  

  当座預金 29,564

合計 29,564
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 決算期終了後３ケ月以内

基準日 定款に規定なし

株券の種類 記名式、１株券より10株券までの10種類

剰余金の配当の基準日 １月31日

１単元の株式数 該当事項はない

株式の名義書換え  

    取扱場所 福岡カンツリー倶楽部総務課(福岡市東区大字上和白1318番地の１)

    株主名簿管理人 該当事項はない

    取次所 該当事項はない

    名義書換手数料 無料

    新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 該当事項はない

    株主名簿管理人 該当事項はない

    取次所 該当事項はない

    買取手数料 該当事項はない

公告掲載方法 福岡市において発行する西日本新聞

株主に対する特典

当会社株式５株を所有する株主は、別途600万円の入会金(その株式が会員権譲渡証付
株式のときはこの入会金は不要)を払込むことにより、福岡カンツリー倶楽部理事会
の承認を得て同倶楽部の正会員となり、その経営するゴルフ場を優先的に利用でき
る。

株式の譲渡制限 当会社は、定款の規定をもって、株式の譲渡制限を行っています。
 

 

EDINET提出書類

株式会社福岡カンツリー倶楽部(E04647)

有価証券報告書

56/60



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1)

 
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第73期)

自 令和５年２月１日

至 令和６年１月31日
 
令和６年４月25日

福岡財務支局長に提出

(2) 半期報告書 (第74期中)
 

自 令和６年２月１日

至 令和６年７月31日
 
 
令和６年10月30日
福岡財務支局長に提出

(3) 臨時報告書
 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項
第９号の４の規定に基づく臨時報告書

 
 
令和７年４月22日
福岡財務支局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

令和７年４月24日

株式会社福岡カンツリー倶楽部

取締役会  御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

福　　岡　　事　　務　　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 嵯　峨　貴　弘  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永　里　　剛  

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社福岡カンツリー倶楽部の令和６年２月１日から令和７年１月31日までの第74期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社福岡カンツリー倶楽部の令和７年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１ 上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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